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研究成果の概要（和文）： 高度情報通信社会・知識基盤社会において、生涯にわたり学習を継続するのに必要
な「次世代電子生涯学習環境」の構成の解明をめざした。国際技術標準を含む技術動向やニーズの調査、電子書
籍型学習プラットフォーム、カリキュラム標準・シラバスデータベース、電子履修証明などのサブシステムのプ
ロトタイプの開発、それらのデジタルエコシステムへの統合を検討した。COVID-19パンデミックの影響は多大で
あったが、それ以上に計画の進捗に影響を及ぼしたのが生成系AI（人工知能）の出現であった。公正に個別最適
化された学びを実現する「パーソナルAIチュータ」は申請時からの開発目標であったが、その設計について課題
が残った。

研究成果の概要（英文）：From the viewpoint of Lifelong Learning in advanced information and 
knowledge-based society, a next-generation digital learning environment (A-NGDLE) was examined 
especially focusing on aged or marginalized community. In the study, survey on the related 
technologies and social needs, the prototype development of learning platform based on electronic 
multimedia textbook, curriculum/syllabus repository, digital credential framework and the 
integration of the developed tools into the digital ecosystem. In the research period, both Covid-19
 Pandemic and the emergence of generative AI (Artificial Intelligence) gave the serious influences 
on the project goals and outcomes.

研究分野：情報学、教育工学

キーワード： 学習デジタルエコシステム　相互運用性　個別最適化　次世代電子学習環境　生涯学習　教育デジタル
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　学術的意義としては、教育関連ではビジネスモデルの扱いであったデジタルエコシステムについて、それを実
体化するためのエンタープライズアーキテクチャーのプロトタイプを、部分的・小規模であるが開発し、
１EdTech Consortiumのいくつかの技術標準を題材に、そこでの国際技術標準のふるまいを検証したことであ
る。
　社会的意義としては、Covid-19パンデミックの前後から、日本でも始まった教育情報デジタルエコシステムの
社会実装（文部科学省GIGAスクールプロジェクトなど）にあわせて、その相互運用性を保証する国際技術標準の
仕様、品質保証システム、実践例に関する研究成果を公表したことがある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
 人生 100 年時代の生涯学習には、初等中等教育、高等教育、リカレント教育や継続教育をこ
えて、後期高齢者を含む人生の全ライフステージを包含する視点が必要になっている。学習とは
生物学的には個体発生における適応過程を意味し、死を迎えるまで何らかの学習は継続される。
今後途上国においても、後期高齢者を含む生涯学習の在り方の検討や、新たな生涯学習理論の構
成が必要となっている。 

21世紀の高度情報化社会や高度知識基盤社会（あるいは Society 5.0 ）では、人工知能（AI）
やロボットによる職業の代替、知識やスキルの陳腐化の加速なども生じ、学び直しの機会の増加
ばかりでなく、（機械にはない）人間としての本質的な役割の獲得、より高度な倫理性も含む自
律性や創造性の涵養が必要となっている（OECD,「学習者エージェンシー」など）。 
情報通信技術（ICT）の普及とそのコストの低下によって、人は誕生から死までのパーソナル
データを記録しようと思えば記録できるのも現代である。個人にとって、こうした「生涯学習ｅ
ポートフォリオ」はかけがえのない生きた証で、プライバシーの塊ともいえるが、それをビッグ
データとして利用することで、「人間は何のために存在し人類はどこに向かうのか」といった、
人類と人間の存在論的意義を問う新たな実証的な研究領域を発生させる。 
こうした背景から、高度情報通信社会・知識基盤社会において、万民が生活や生涯の目的を精
査しその質を高めるため、生涯にわたり学習を継続するのに必要な「次世代電子生涯学習環境
（Next Generation Digital Lifelong Learning Environments）」の実現に向けて、未解決の要
素技術と社会的に未合意の課題について研究開発を実施した。多様な目的と属性を有する生涯
学習者（特に成人）が、生涯にわたり、パーソナルな学習環境と学習過程（あわせて「パーソナ
ル学習」という）を実現するための研究を、「持続可能な開発目標（SDGs、国連）」や国際標準
化を視野に入れた国際共同研究として構想した。本研究では、情報格差によって特に不利益を被
る、後期高齢者や周縁化した（Marginalized）地域や人々でもパーソナル学習を実現させるため、
柔軟かつ持続可能なプロトタイプを開発するとともに、多文化文脈のモバイル環境で実証実験
を行う。また、グローバルな視点からパーソナルデータの新たな記録と保全に関する社会的合意
やポリシーに必要な条件を明らかにする。 
 
２．研究の目的 
 申請および交付決定（2020年春まで）の時点で、本研究課題の核心をなす学術的「問い」と
して、 
「高度情報化・知識基盤化、国際化・グローバル化、多文化共生、超高齢化などの特性を有する
21 世紀社会において、今世紀半ばには技術的特異点（シンギュラリティ：機械の知的機能がヒ
トのそれを上回る時点）に達するという予測もあるなか、人間性と創造性（独創性）の豊かな、
質の高い生活（人生）を送るために、公正でひとりひとりに最適で快適な学び（「パーソナル学
習」）を生涯にわたって実現するための「次世代電子生涯学習環境」の要件とは何かを明らかに
し、持続可能なデジタルエコシステムとして、そのプロトタイプを開発する。」 
をあげ、本研究の目的として、 
① 学習オブジェクト（素材型コンテンツ）を蓄積する素材リポジトリ（データベース）の設計
と機械による自動検索方法の解明、国際標準化（LOM2.0など）に向けた意見集約 
② 後期高齢者や周縁化地域の人々にも適用可能な学習活動とその記録方法の解明、いわゆる
「センサー」の開発と IMS Caliper Analytics/experience APIなど国際技術標準での定義 
③ 生涯学習者の学習活動（学習ログデータ）と過去の学修履歴（生涯学習ｅポートフォリオお
よびその構成要素である、検証手段をもった「デジタルバッジ」や「包括的学習者記録
（Comprehensive Learner Record, CLR）」）から最適な学習プロセスを予測する教育情報
データ解析の解明、学習パスウエイに関する国際標準化に向けた意見集約 
④ 素材メタデータと学習解析データから最適なパーソナル学習過程を実現する自律型学習管
理システム（「人工知能型パーソナルチュータ（AIチュータ）」）のプロトタイプの開発と多
文化文脈のモバイル環境での実証実験 
をあげた。2019 年秋に始まった Covid-19 パンデミックの影響により、海外における各種調査
や国際技術標準に向けた意見調整、国内でのニーズ調査等が 1－2年間遅延し、後年度に集中す
ることになった。 
 
３．研究の方法 
 本研究の研究期間は 4年間とした。研究方法の特色、独自性については、 
① 高齢者や周縁化地域住民を含む、多様な生涯学習者が、生涯にわたり、パーソナルな学習環
境と学習過程（あわせて「パーソナル学習」という）を実現するための「次世代電子生涯学
習環境」のパイロットシステムを構築し検証した。 
② 個別最適化と持続可能性を両立する観点から、「次世代電子生涯学習環境」では国際技術標
準にもとづく相互運用性を保証し、ツール・サービス等リソースを共有再利用する生涯学習
デジタルエコシステムとして構築した。開発するパイロットシステムでは、既存のツールや



サービスを利用するマッシュアップ型開発を行った。 
③ 「次世代電子生涯学習環境」では、AI・深層学習など分析系ばかりでなく、学習関連データ
を取得する「センサー」部や分析結果から学習内容を再構成する生成系など、学習者との間
に介在するサブシステムやツールの質向上にも注目した。 
④ 「次世代電子生涯学習環境」パイロットシステムにおける教育実践を通じて、安全（セキュ
ア）な方法で学習活動データを収集・保持し、データプライバシーの在り方も検討した。 
⑤ 「次世代電子生涯学習環境」は先進国ばかりでなく、周縁化地域でも持続的に活用でき、「持
続可能な開発目標（SDGs、国連）」の SDG4 の実現をめざした。 

図 想定した完成形教育デジタルエコシステム 
４．研究成果 
 開発項目ごとの研究成果は以下の通りである。 
（1）教育デジタルエコシステムの現状に関する調査 
 研究時点において、教育デジタルエコシステムがどのように理解されているか、訪問によるイ
ンタビュー、Web を活用した文献調査を行った。海外では、1EdTech Consortium が開発した技術
標準をもとに、デジタルエコシステムを社会実装することが多い。そのなかでも先進的な事例と
いえるプロジェクトを分析した。高等教育においては学内サービスにとどまるものが多く、初中
等教育においても適用範囲は限定的であるが、例えば米国ジョージア州のように、全体的な教育
デジタルエコシステムといってもいいようなものもでてきた（2024 年時点）。国内では、政府に
よる GIGA スクールプロジェクトが代表的であり、学習 eポータル事業や国立テストバンクとも
いえる MEXCBT における連携など、規模の点では世界屈指の実装も存在する。 
 教育デジタルエコシステムの構成ツールの調査も併せて実施した。情報化の過程において、す
でにサービスの始まっていた、主にオープンソースの、学習管理システム（LMS）、教務情報シス
テム、電子履修証明（デジタルクレデンシャル）システム、CASE リポジトリなどを対象とした。  
AI に関しては、2022 年 11 月 ChatGPT の出現など、生成系 AI の発展で、様相は劇的に変化し
た。ガートナーの 2023 年度版 AI に関する Hype Cycle モデルでは、生成系 AI(Generative AI)
は「Peak of Inflated expectation（過度の期待のピーク）」、エッジ AI は「Trough of 
Disillusionment（幻滅期）」の初期にあり、「Plateau of Productivity （生産性の安定期）」ま
で、それぞれ 2－5年、2年はかかるとの予測である。１EdTech Consortium の Chief Architect , 
Colin Smythe 氏によれば AI に関する技術標準はその時点を目標にするとのことである。この結
果、AI デジタルエコシステムの出現はそれ以降になり、現在は意見集約が始まった段階といえ
る。 
 
（2）教育デジタルエコシステムに関する技術標準に関する調査 
デジタルエコシステムには，技術的基盤（インフラストラクチャー）の協調・連携も含まれ，
さまざまなシステムやデバイスが組織の垣根をこえて簡単にしかし安全にデータをやりとりす
ることも含む．そのためには，システムやツールの相互運用性（Interoperability）を保証する
ことが必要で，データの構造や通信の方式など関係者で合意の形成された仕様については技術
標準（できれば国際技術標準）として共有される．グローバル化した社会では，それらはオープ
ンな（公開された）国際技術標準であることがのぞまれる。 
そこで、現在のほとんどの教育情報システムに関し国際技術標準を定め、なにより教育 DX を
教育デジタルエコシステムで実現すると標榜している、1EdTech Consortium の技術標準につい
て調査を実施した。 



 
１EdTech 技術標準 Version  
Learning Tools 
Interoperability (LTI) ® 

1.3/Advantage システム，アプリケーション，ツール（ツール
と総称する〉間の安全なデータ連携を規定する
１EdTech 技術標準の基礎となる標準 

OneRoster ® 1.2 学籍簿，成績簿，教材リソースなど，校務/教務
システム連携のための技術標準 

Question & Test 
Interoperability® (QTI®) 

2.2/3.0 テストやそのテスト問題（項目），テストバンク
のための技術標準 

Open Badges 2 2.0/2.1 電子履修証明書（デジタルバッジ）およびバッ
ジレポジトリ/ウォレットのための技術標準 

Open Badgee 3 3.0 Open Badges の W3C Verifiable Credential 対
応版，OBv2 とは互換性が保証されない， 

The Comprehensive 
Learner Record Standard™  
（CLR Standard™） 

1.0 もともとは成績証明書のような，内容を秘匿で
きる電子履修証明が典型とされてきたが，就業
記録や生涯学習における「生きた証」など，様々
な可能性を秘めている． 

CLR Standard™ 2  CLR の W3C Verifiable Credential 対応版，
CLR1.0 とは互換性が保証されない可能性， 

Competencies and 
Academic Standards 
Exchange® (CASE®) 

1.0 カリキュラム標準やスキル標準，シラバスなど
に記載される学習目標と評価ルーブリックの
ための技術標準 

Caliper Analytics ® 1.2 さまざまな学習活動を記録するための技術標
準 

Common Cartridge v1.3 1.2/1.3 
[1.4] CFP 

システム間でコンテンツを交換するための技
術標準 

Frameworks 
フレームワークは，複数の 1EdTech 技術標準で共通に用いられる仕様 
Security Framework  セキュリティに関する共通仕様．コアは， 

OAuth 2.0 - RFCs 6749 and 6750 （IETF JSON 
Web Tokens - RFCs 7515, 7516, 7517, 7518, 
7519 and 7523 と Open ID Connect Core（OpenID 
Foundation） 

Data Privacy  技術標準としての合意はできておらず，認定の
枠組の共通化段階 

 
 あわせて、国際標準の地域対応に関して、１EdTech Consortium における OneRoster CSV Japan 
Profile（OneRoster 技術標準の日本市場のニーズに応じた補綴版）の成立について分析した。
わが国では GIGA スクールプロジェクトにおいて顕在化した地域対応へのニーズは、国際標準化
団体側でも緊急に対応する課題としてとらえられていること、ノルウエーと日本でそれぞれの
文化社会的状況を背景に顕在化したが、両国間で共有する課題も少なくないこと（Caliper 
Analytics と ADLxAPI の取り扱い、Identity（WEB 空間上の識別子）の合意など）も明らかにな
っている。 
 また、この過程で、国際技術標準実装の品質保証や人材養成に関するさまざまな取り組みにつ
いても整理した。 
 研究成果（１）と（２）については、現在わが国で社会実装が進められており関心が高く必要
な情報でもあるので、最終成果を待たず発表することになった（文献一覧参照） 
 
(3) 構成要素の開発 
 教育デジタルエコシステムの観点から、基本的な構成要素である教育情報システム（ツール）
およびそのコンテンツを再検討した。 
① CASE 技術仕様カリキュラム標準作成・管理システム（OpenSALT）の開発と放送大学カリキュ
ラム・シラバス等の実装 
CASE（Competency and Academic Standards Exchange）は、カリキュラム標準、スキル標準や
ルーブリック（評価・採点の基準）、シラバスの記載内容を、機械が可読な形式で処理するため
の 1EdTech 技術標準である。学習目標や評価基準に関する情報は、教材にも、学習履歴データに
も、修了証明書などデジタルバッジに記載され、機械（AI）による自動処理の際必要となる。CASE
技術仕様カリキュラム標準作成・管理システムについては、オープンソフトウエアの「OpenSALT」
をベースにクラウド環境（AWS）上にパイロットシステムを構築し、数理・データサイエンス・
AI モデルカリキュラム(cf.文部科学省、「数理・データサイエンス・AI 教育プログラム認定制
度」、MDASH、https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/suuri_datascience_ai/00001.htm)などの
カリキュラム標準やそれに関連する大学科目のシラバスを搭載し、記載事項間の関係をどう記



述するか検討した。パイロットシステムの限界として、Identity（同定）の表現方法の制約の問
題があり、社会実装する場合には、どのような UUID をどの機関が管理するか社会的合意を図る
必要がある。 

開発した CASE 技術仕様カリキュラム標準作成・管理システムの 1画面 
 
②  電子書籍型学習者用プラットフォームのプロトタイプの開発 
情報リテラシーが必ずしも高くない高齢者を念頭に、学習プラットフォームとしてマルチメ
ディア電子書籍リーダーの可能性を検証するため、所属大学放送授業科目の印刷教材・放送教材
を電子書籍化するとともに、マイクロコンテンツ化し、他の教育情報システム（シラバスデータ
ベース「CASE リポジトリ」）との連携を検証した。社会実装する場合には、クラウド上の電子出
版サービスとの連携がまず第 1に考えられるが、パイロットシステムとして、学習オブジェクト
（コンテンツ）リポジトリは学習管理システム（LMS、今回は Moodle）の機能を使用した。また、
学習活動として、キーワード検索、マーカー機能の記録は図ったが、その学習履歴データについ
ては、学習記録ストア（LRS）の仕様にいくつか課題が残る（ｘAPI と Caliper Analytics の互
換性、および前者の質保証の問題）。 

開発した電子書籍型コンテンツの画面 
 
③ そのほか 
周縁化地域を対象にした実証実験については、コロナ禍により海外協力者が交代したが、新た
なカウンターパートを見出し、協力関係を構築中である（タイおよびカンボジア）。その際、各
国におけるプライバシー保護の現状について再度調査の必要があり、システムのセキュリティ、
プライバシー対応を再検討する必要がある。 
学修履修証明（デジタルクレデンシャル）については、2013 年放送大学 MOOC に始まり、エク
ステンション講座でのオープンバッジ発行の経験があるが、最近の Verifiable Credential 技
術標準（W3C）への対応については、１EdTech の Open Badge V3 の公開が 2024 年 6 月になり、
今後の課題となる。 
 AI パーソナルチュータについては、エッジ AI と AI デジタルエコシステムの発展を見極める
必要があり、既存のツールを再利用するというマッシュアップ型開発の観点からは、今しばらく
の開発期間を必要とする。 
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